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１．はじめに  

セメント系材料の体積変化制御手法の一つに収縮

低減剤（SRA）が挙げられる。SRA の収縮抑制機構

に関しては，毛細管張力説に則り，毛細管水の表面張

力を低下させることで水分減少に伴う負圧の増大を

抑制させるという説明が一般的になされている。ま

た，SRA を使用することで相対湿度の低下を抑制さ

せるという研究も報告されている。例えば1) 

しかし，SRA を含有したコンクリートの水分移動

に関する既往の研究は数が少なく2)，一般的な水分移

動の研究についても，コンクリート内部温度が等温

であるものが多数を占めている例えば3), 4)。 

以上より，本研究では，実構造物のように内部に温

度分布を有する条件において，SRA が水分移動に及

ぼす影響を明らかにするための実験的検討を行った。 

２．実験概要  

 本実験で使用した試験体の概要を図 1 に示す。試

験体寸法は 400×400×150mm であり，400×150mm の

1 面をラバーヒータによって加熱し，その

向かい側の面を 20℃，60%RH 環境に晒す

ことで，温・湿度分布を生じさせた。他の

4 面はアルミテープで封緘し，断熱材で覆

った。測定項目は温度，相対湿度，ひずみ

であり，温度測定には T 型熱電対，相対湿

度測定にはハンディタイプ温湿度計（精

度：±0.8%RH），ひずみ測定には埋込型ひ

ずみ計を使用した。測定箇所は図 1 に示す

通りである。試験体の作製には生コンクリ

ートをそのまま使用したもの（PL），荷下

ろし後に 6kg/m3となるように SRA を後添

加し練り混ぜたもの（SR）を用い，試験体

作製後，20℃水槽で約 400 日間水中養生を

行った後，加熱，乾燥を開始した。 

３. 実験結果および考察 

３．１ 相対湿度の経時変化 

 図 2 および図 3 に各測定点における相対湿度の経

時変化と，各位置における相対湿度の分布を示す。こ

こで図 2 中の実線は式(1)，(2)で実験値を近似した曲

線であり，図 2 には乾燥面側の相対湿度の経時変化

  
図 2 相対湿度の経時変化（左：PL，右：SR） 

  
図 3 相対湿度の分布（左：PL，右：SR） 
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図 1 試験体概要 
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のみを記載している。 
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 ここに，RH：任意材齢 t における相対

湿度（%），λ：ボルツマン変換に用いられ

る変数（cm/√day），a,b,n：最小二乗法によ

って決定された定数である。 

図 3 より，PL，SR ともに，乾燥面に近

いほど相対湿度の低下が見られるが，加

熱面近傍においても相対湿度の著しい低

下が確認される。これは加熱面において

ラバーヒータの接着が密実ではなく，加

熱面から乾燥が進行したために生じたも

のと考えられる。そのため，以下の議論で

は，加熱面から乾燥の影響が小さいと考えられる，乾

燥面側に着目して議論を進める。 

図 2 に示す SR の相対湿度の経時変化を見ると，乾

燥に伴う相対湿度の低下が PL と比較して抑制され

ていることが確認できる。Bentz らは Kelvin 式より， 

SRA の使用は毛細管水の表面張力を低下，および毛

細管水表面の曲率半径を増加させ，結果として相対

湿度の低下を抑制すると説明しており，定性的には

既往の研究結果を再現する傾向であった。 

３．２ 拡散係数 

 次に各相対湿度の測定箇所における見かけの拡散

係数を式(3)により算出した。 
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 ここに，K(RH)：拡散係数（cm2/day）である。式(3)

は温度が定常状態であることを前提としているが，

本実験の試験体は，加熱面からの位置によって温度

分布が生じているものの，各測定点においては温度

の時間変化がほとんどなかったため，式(3) を適用可

能と判断した。図 4 に各測定位置における拡散係数

と相対湿度の関係を示す。Sant ら5)の実験によると，

SRA を使用することで含水率が 0％になる時点で拡

散係数は 0.31～0.83（cm2/day）程度減少させること

が報告されている。本実験では乾燥材齢 91 日時点ま

での結果しか得られていないが，PL と SR の拡散係

数の差は 0.08～0.12（cm2/day）程度であった。 

３．３ 乾燥収縮ひずみ 

 下村ら6 )による乾燥収縮モデルにより相対湿度の

実験結果を用いて乾燥収縮ひずみの推定を行った。

図 5 に乾燥収縮ひずみの経時変化を実験値と推定を

併せて示す。一部の埋込型ひずみ計は測定値が欠損

していたためここでは表示していない。 

図より実験値と推定値には差異が見られるものの，

乾燥収縮ひずみの大小関係や曲線の形状は概ね再現

ができた。また，SRA による乾燥収縮の抑制効果は

明らかであった。 

４. 結論 

部材内に温度分布を有するコンクリートにおいて

も，従来の知見通り，SRA の使用により相対湿度の

低下を抑制し拡散係数を小さくすること，結果とし

て乾燥収縮ひずみを抑制されることが示された。 
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図 4 拡散係数の比較（左：PL，右：SR） 

  
図 5 ひずみの比較（左：PL，右：SR） 
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